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研究成果の概要（和文）：本研究は、日本近現代の旧町村役場の行政文書と当時の歴史資料を研究対象として、
両者の構造・内容及び両者の相互関係に関する総合的な解明を目指し、次の3点の調査研究を実施した。第一
は、旧町村役場の公文書の構造・内容に関する詳細な実態解明。第二は、同じ地域における民間資料の構造・内
容に関する調査研究と実態解明。第三は、旧町村役場の公文書と当時の民間資料との相互関係に関する分析及び
解明である。

研究成果の概要（英文）：This research project focuses on the investigation of official records of 
former local authorities (of towns and villages) and historical documents created since the Modern 
times in Japan, and it strives to clarify, on the one hand, the structure and the contents of both 
groups of materials, and, on the other hand, their interrelations. In the process of this research, 
three following investigations have been fulfilled. 1. Detailed study on the structure and the 
contents of official records of former local administrations in Japan. 2. Investigation and research
 on the structure and the contents of private records belonging to the same regions as above 
mentioned official records. 3. Analysis and investigation aimed at the interrelations of both groups
 of records. 

研究分野：日本アーカイブズ学

キーワード： アーカイブズ　公文書　民間アーカイブズ　情報　歴史的公文書等

  ３版



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
本研究の学術的背景には、日本アーカイ

ブズ（記録資料）学を主に、歴史資料（史

料）学及び歴史情報学（情報歴史学）を副

に置いている。アーカイブズ学 archival 

scienceの場合、主に 20世紀初頭の欧米に

おいて公文書の評価選別及び保存管理をめ

ぐる理論化が進められた。日本では、20世

紀後半の歴史資料保存運動をベースに

1980 年代から欧米のアーカイブズ学理論

の紹介・導入が始まり、現在では公文書群

の構造把握のためオーストラリアのシリー

ズ・システムが紹介・分析されつつある。

しかしアジア諸国と比較しても日本のアー

カイブズ学の研究蓄積は貧弱で、特に近現

代公文書群への取組が遅れている。 

 歴史資料（史料）学の場合、20世紀第 4

四半期に大きく展開した。その特徴は考古

資料など従来の古文書以外の“もの”資料

へ対象を広げ、さらに近現代へ視野を広げ

た点にある。しかしそれらは新聞や個人日

記など民間資料が中心で、公文書（行政文

書）や公文書と民間資料との関連を研究す

る視点は現在も不十分である。 

歴史情報学（情報歴史学）は、21世紀初

頭に萌芽をみた学術分野で、デジタル技術

と情報工学に基づく歴史資料の情報化をめ

ぐる調査研究である。特に古文書のメタデ

ータ構築や資料目録のデータベース構築に

おいてアーカイブズ学・歴史資料学との親

和及び融合を図っている。しかし歴史資料

学と同様、歴史情報学も近現代資料、とり

わけ公文書における調査研究の蓄積は極め

て不十分である。 

本研究の調査対象である近現代公文書とは、

明治 22 年（1889）市制・町村制施行以後

の旧町村役場で作成・収受された文書記録

群を意味する。これらの文書は前代の戸長

役場から少量の文書のみを引き継ぎ、新た

な地方行政制度の下で公文書の作成・収

受・保存管理が行われ、特に昭和戦前期に

は行政事務の肥大化に伴って大量の文書が

作成・保存された。しかし、昭和 28～31

年（1953～56）の「昭和の大合併」では合

併前の町村役場文書が大量に廃棄されたた

め、旧町村役場における公文書の構造・内

容等の実態は現在も十分に解明されていな

い(1)。その後、昭和 62年（1987）公文書

館法、平成 21 年（2009）公文書管理法が

制定され、歴史的に重要な公文書等の保存

が進むようになった。しかし、旧町村役場

の公文書は、それが合併時に事実上の廃棄

扱いとなってそのまま残されている場合が

多いので、これを現行の自治体の公文書と

して認めない意見もある。このため旧町村

役場の公文書は、現行の自治体における位

置づけが不明確なまま、今なお十分な理解

や取り扱いを受けていないのが現状である。 

旧町村役場の公文書に関する調査研究や

その意義への理解が進まない背景には、そ

れらが長らく非公開であったことも起因す

る。この点、1980年代以降の地方自治体に

おける情報公開制度の充実は、一面でこれ

らの研究環境を整えてきた。しかし、上述

のとおり現行の自治体において位置づけが

不明確であるため、旧町村役場の公文書に

関する本格的な調査研究の事例は多くない。 
 
２．研究の目的 
 研究代表者は、平成 23～平成 25年度に

科学研究費助成事業（科学研究費補助金）

基盤研究（B）「近代地方公文書アーカイブ

ズの構造と情報に関する学際的総合研究」

を取り組んだ。当時の成果として、町村の

固有事務よりも上位行政機関からの令達・

照会及びそれへの回答に関する文書を多く

保存する点が旧町村役場の公文書の特徴と

して明らかになった。また公文書の編成実

態を分析することで、文書の簿冊の実態か

ら当時の町村役場内における文書事務の実

態を解明できる点が明らかになった。さら

に公文書の簿冊の中には上位機関の照会に



対する回答データが多数保存され、上位機

関が編集・作成した調査報告書に反映され

ない内容を詳細に記録する点が明らかにな

った。 

 しかし、当時の町村役場における公文書

の保存管理に関する詳細な実態解明はなお

不十分であった。また民間資料との関連性

については、それを解明し得る資料の発見

もあったが着手に至らず課題として残った。

そこで本研究は次の 3 点を目的に掲げた。

第一は、前回の研究でその端緒を把握した、

旧町村役場の公文書の構造・内容に関する

詳細な実態解明。第二は、同じ地域におけ

る民間資料の構造・内容に関する調査研究

と実態解明。第三は、旧町村役場の公文書

と当時の民間資料との相互関係に関する分

析及び解明である。 

これらの調査研究を通して、本研究は旧

町村役場の公文書及び当時の民間資料に対

する様々な観点に基づく研究の水準を上昇

させることを目指した。それとともに、現

自治体が保有する旧町村役場の公文書及び

当時の民間資料に対する理解や取扱いに大

きなメリットを与えること、それらの公文

書や民間資料の収集・整理・保存・利用提

供・活用等の施策の改善に資することを意

図した。 

 
３．研究の方法 

本研究は、科研の参加メンバーによる「砂

川村役場文書研究会」を組織して、立川市

教育委員会との連携の元で、主に下記の二

つの文書群について目録を作成するととも

に、それらの文書間に存するコンテクスト

を重視した内容分析を実施した。 

（１）立川市教育委員会及び立川市役所が

保有する旧町村役場の公文書群。このうち

立川市歴史民俗資料館が収蔵する旧砂川村

（町）役場文書群については「砂川村役場

文書研究会」が平成 23～24 年度に目録 3

冊を刊行した。これに加えて本研究では、

同館が収蔵する旧立川市役所文書（立川市

総務課移管分）と旧立川市役所文書（立川

市歴史民俗資料館所蔵分）を調査対象に加

え、それぞれ目録を作成して資料分析を行

った。 

（２）立川市歴史民俗資料館が収蔵する立

川市砂川地区の民間資料群。具体的には、

立川市砂川地区の須﨑家文書である。須﨑

家文書は「砂川村役場文書研究会」が平成

23年度に緊急調査を実施した資料で、本研

究では目録作成に着手するとともに資料分

析を行った。 

（３）このほか本研究では、対象地域の空

間的理解を進める意図から立川市歴史民俗

資料館が収蔵する地図類の調査を実施した。

そして 4 点の地図のデジタル撮影を行い

DVD及び複製（紙）資料を作成した。 
 
４．研究成果 

 本研究による学術上の具体的な成果につ

いては、別途刊行した研究成果報告書を御

参照願いたい。以下では研究領域ごとにそ

れらの成果を概観する。 

 公文書アーカイブズ分析研究領域では、

旧川村（町）役場文書群及び旧立川市役所

文書を中心とする分析研究を実施した。 

 白井哲哉「旧砂川村（砂川町）役場アー

カイブズの構造と情報」は、前回の研究成

果である大石三紗子「砂川村役場の組織分

析と文書構造群―町村制下を中心に―」

（『アーカイブズ学研究』20）及び白井哲

哉「砂川町役場の公文書等にみる砂川闘

争」（『歴史評論』778）の成果と課題を引

き継ぐ論考である。具体的には、立川市役

所永年保存文書及び旧立川市役所文書の

中から新たに確認された旧砂川村（砂川

町）役場文書を含め、残存する文書群の構

造を再考察し、簡潔にまとめた。また、砂

川闘争の発端となった立川基地拡張計画

に伴う測量をめぐる新資料を紹介した。 

 高江洲昌哉「役場文書の中の“天皇”」

は、近代天皇制研究において地域からのア



プローチの可能性を必要とする問題意識

に基づき、役場文書の中から天皇に関する

文書や記載を析出する作業を通じて、天皇

の「神格化」と「親密化」に関わる機能に

ついて考察を試みた論考である。具体的に

は、皇族の逝去、宮城の拝観、大典、乳人

募集に対する村役場の対応から村役場や

吏員の意識等を分析した。 

 楢崎茂彌「役場文書と証言が語る立川空

襲」は、1945 年の立川空襲をめぐる著者

の長年にわたる記憶・記録調査に基づき、

行政の記録である役場文書と空襲体験者

の証言記録を組み合わせることで空襲の

実態解明に迫ろうとした論考である。具体

的には、旧砂川村役場文書及び旧立川市役

所文書から疎開、初空襲（1945 年 2 月）、

B29 墜落、空襲対策、最後の空襲（1945 年

8 月）に関する記録を抽出し、証言記録か

らその意義を考察した。 

 相川陽一「砂川闘争前史における立川基

地と地域社会―戦後の基地被害と農地接

収をめぐる受苦の重層過程―」は、旧砂川

村役場文書中において砂川闘争の勃発し

た昭和 30 年（1955）度文書の不足という

「不在の意味」を問いつつ、闘争の前史に

あたる 1950 年代への着目から砂川町にお

ける砂川闘争の意義解明を目指した論考

である。具体的には、主に 1953（昭和 27）

年～1954（昭和 28）年の農地接収をめぐ

る役場の関係文書を抽出して、そこに見え

る抵抗の基底要因を考察した。 

 森脇孝広「立川基地日本人従業員の人員

整理問題～従業員と自治体の対応を中心

に～」は、かつて青木健一「基地反対闘争

と地方自治体―1955～56 年砂川闘争の場

合―」（『歴史評論』254）が提起した「自

治体闘争」論の発展的継承を問題意識にも

ち、在日米軍の再編がもたらした基地従業

員の人員整理問題を取り上げた論考であ

る。具体的には、1957～1958 年の立川基

地における人員整理について立川市及び

砂川町の駐留軍労務者離職対策特別委員

会の動向を分析し、その時代的背景を考察

した。 

 今井勇「砂川闘争以前の砂川町議会と原

水爆禁止運動」は、砂川闘争勃発の前年で

ある 1954 年の町議会文書の調査を通じて、

「町ぐるみの闘争への態勢」を実現させた

原動力の一つに、砂川町議会における原水

爆禁止運動への高い問題意識が共有され

ていた点を簡潔に指摘した論考である。 

 このほかに研究継続中のテーマが存在

する。特に本書では、旧砂川町役場総務課

の旧蔵と推定される「砂川闘争関係新聞記

事スクラップブック」（豊泉喜一氏所蔵）

20冊のうち 17冊分に貼付された新聞記事

等（1955 年 5 月 4 日～1959 年 4 月 9 日）

計 4190 件について量的分析を行った、鈴

木美識「砂川闘争と住民の意識―砂川闘争

関連記事スクラップブックを通して―」の

報告資料を巻末の参考資料編に転載した。

また、本研究で作成した旧立川市役所文書

（立川市総務課移管分）と旧立川市役所文

書（立川市歴史民俗資料館所蔵分）の目録

を、同じく巻末の参考資料編に収録した。 

 民間資料アーカイブズ分析研究領域では、

旧砂川村八番組に関する文書群を有する須

﨑八朗家文書を中心とする調査研究を実施

した。 

 冨善一敏「砂川村須﨑家文書調査報告」

は須﨑八朗家文書の調査概要報告で、アー

カイブズ学の方法論に基づく調査経緯、調

査過程、現在の進捗状況が簡潔にまとめら

れている。なお、本文書群の整理は立川市

史編さん事業に引き継がれ、現在も継続中

である。 

 三野行徳「『村』の中の『組』―文久三

年の砂川村八番組―」は、砂川村八番組文

書の中に通常の近世村では村単位で作成

される御用留や宗門人別帳（下書）などの

村方文書が組単位で作成され残存するこ

とに注目し、史料紹介を通じて文書の意義



を考察した論考である。具体的には、文久

三年の砂川村八番組御用留、組内議証書、

積金貸附帳の紹介と分析から、砂川村の

「組」が独自の行政機能を持っていたと推

測した。 

 太田尚宏「新出史料から見た幕末期の砂

川村八番組」は、須﨑八朗家文書のうち近

世の家族や家政に関する文書に注目し、そ

れらの紹介と分析を行った論考である。具

体的には、安政年間における須﨑家の江戸

進出、文久三年における砂川村八番組の

家々の家族構成、文久元年における家政と

組頭の介在に関する史料を紹介し、地域の

文化資源としての須﨑八朗家文書の学術的

価値の高さを論じた。 

 清水裕介「砂川村八番組共同水車の経営

について―須﨑八朗家文書より」は、須﨑

八朗家文書のうち近代経営関係文書に注目

し、近代の砂川村八番組で稼働した共同水

車の経営実態の解明を目指した論考である。

具体的には、1901年（明治 34）から 1930

年（昭和 5）まで運営された八番組共同水

車に関する主に経営帳簿類の分析を通じて、

繰糸水車から搗物水車への転換、複数の水

車の併存状況、収益状況の変遷を解明する

とともに、第一次世界大戦前後の時期にお

ける砂川村の産業構造と共同水車の関連性

を論じた。 

 堀内暢行「須﨑芳三郎と雑誌『利圀新

志』」は、明治期に同家から輩出された須﨑

芳三郎が編集に関与した 1888年（明治 21）

創刊の雑誌『利圀新志』とその特徴に関す

る論考である。具体的には、須﨑八朗家文

書の中から発見された芳三郎の書簡に散見

される「利圀新志」に注目し、芳三郎の履

歴及び『利圀新志』の所在に関する調査を

通じて、従来全くといって良いほど注目さ

れていない政治雑誌『利圀新志』の意義と

今後の研究の可能性について展望した。 
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